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＜目標の耐震化率達成のための必要数＞ 簡易宿所火災事故への対応について

平成２７年 ５月１７日  火災事故発生 

５月１８日～ 被災された方への生活保護費再支給・見舞金支給 

５月１９日～２２日 

 火災事故類似施設４９棟への３局（まちづくり局、消防局、

健康福祉局）合同特別立入検査 

① 被災された方々に対する継続的な支援 

・平成２７年 ５月１８日～ 事故発生直後からの見舞金の支給、生活保護費の再支給等   ⇒ 対応済  

② 法令等にとらわれない早急な対応 

・平成２７年 ６月 ２日～ 安全性の確認がとれない施設 

３５棟に対する３層以上部分の使用停止要請 

⇒ 継続対応中  

・平成２７年 ９月 １日～  宿泊者に対する転居支援 

川崎市居住安定化支援事業 

（平成２７年度補正予算により実施）等 

⇒ 継続対応中  

③ 違反建築物の早期の特定 

・平成２７年 ７月 ９日   建築基準法違反の特定（２４件）     

・平成２７年 ７月１３日～  建築基準法、消防法、旅館業法の 

違反者に対する通知・命令等に基づく 

３局連携による是正指導                

⇒ 継続対応中  

④ 関係部署の連携 

・平成２７年 ６月１０日～  機能不全となっていた「建築物及び建築物の使用に関する違反防止連絡協議会」

の廃止、及び庁内連携強化のための新たな「建築物及び建築物の使用に関する違

反防止対策協議会」の設置（これまでに５回開催）  ⇒ 継続対応中  

⑤ その他 

 ・平成２７年１０月 1 日施行 川崎市建築基準法施行細則を一部改正し、定期報告の対象建築物に簡易宿所を追

加。これにより、一定規模以上の簡易宿所についても年１回の報告を義務付け 

（３）火災事故対策会議の検討結果等に基づく主な対応状況 

（４）今後の対応等 

（２）川崎市簡易宿所火災事故対策会議 

■会議の設置 

○設置目的等 火災事故への対応方針、関係部局の情報共有のあり方の検討等 

○設置日   平成２７年５月２６日 

■会議開催経過 

○第１回（平成２７年 ５月２６日（火））  

・主な内容 今後の対策の内容についての確認 

○第２回（平成２７年 ６月 ９日（火））  

・主な内容 第１回会議で確認した対策の内容 

についての進捗等の確認 

○第３回（平成２７年 ７月 ９日（木））  

・主な内容 建築基準法適合性の判定結果及び 

結果に基づく建築基準法、消防法及び旅館業法の違反に対する３

局合同による総合的な是正指導方針の確認 

○第４回（平成２７年１１月１３日（金））  

・主な内容 違反是正指導、利用者の状況等の確認 

○第５回（平成２８年 ５月１６日（月））  

・主な内容 違反是正指導、利用者の状況等の確認 

○違反是正指導について 

・火災事故の再発防止や違反是正状況の確認などのため、火災直後に立入調査を実施した類似施設へ、まちづくり局、消防局、健康福祉局の３局で連携して合同立入調査を５月下旬から順次実施する。 

・上記の結果も踏まえ、是正計画における履行期限を定めるなど、より具体的な指導や法的な対応についても検討する。 

○宿泊者等の状況について 

・使用停止要請及び使用制限命令を行った物件合計３５棟について、各施設への聞き取り調査を定期的に行い、３階（層）からの移動状況を確認し、引き続き３階（層）以上の宿泊者の転居を指導していく。 

・生活保護受給者については、居住安定化支援事業により、民間住宅等への転居希望者を優先し、特に３階（層）以上からの転居支援を重点的に進める。 

また、本年 7月の経過措置解除に伴う住宅扶助費の変更について、簡易宿所及び生活保護受給者への再度の周知徹底を行う。 

① 被災された方々に対する

継続的な支援 

② 法令等にとらわれない早

急な対応 

③ 違反建築物の早期の特定 

④ 関係部署の連携 

３階（層）以上の宿泊者の人数 

H27.6.2：   ２７８名 

H28.4.25 時点：６７名 

３階（層）以上からの移動が完了した施設 

H28.4.25 時点：２７棟（３５棟中） 

生活保護受給者の民間賃貸住

宅等への転居人数：２０６名

簡易宿所を利用している生活

保護受給者：８９９名

（H28.4.28 時点） 

違反件数及び是正件数 H28.4.30時点 

建築基準法違反：２４件（うち是正件数：１１件） 

消防法違反：   ２３件（うち是正件数： ８件） 

旅館業法違反：  ２０件（うち是正件数： ６件） 

※違反事項が重複する件数を含む 

いずれかの法令に違反している施設： 

３６棟（うち全て是正済の棟数： ８棟）

資料１

（１）火災直後の対応等 

簡易宿所の代表的なパターン（木造で３層を有するもの） 

３階建て 

吹抜けがない廊下 

吹抜け 

吹抜けがある廊下

棚状寝所

梯子を使用する 

１



宿泊者等の状況 

１ 聞取り調査【平成２８年４月２５日】結果 

《３階(層)以上の使用停止要請又は使用制限命令を行った３５棟の状況》 

（１）宿泊者数

１層 ２層 ３層以上 計 

 部屋数 
340 659 656 1,655 

(245) (485) (491) (1,221)

 宿泊者数【H28.4.25 調査】 

  ※35 棟中 34 棟から回答 

227 名 433 名 67 名 727 名 

(154名) (302名) (61 名) (517名)

《参考》第４回会議報告時【H27.11.4 調査】

 ※35 棟中 34 棟から回答 

284 名 484 名 125 名 893 名 

(205 名) (340 名) (100 名) (645 名) 

《参考》使用停止要請前【H27.6.2】 

 ※当初要請対象 32棟中 31 棟から回答 
213 名 407 名 278 名 898 名 

※下段（ ）内は建築基準法の耐火規定に違反の２４棟での状況 

（２）３階(層)以上からの移動が完了した簡易宿所  ２７棟（前回報告時 １５棟） 

※建築基準法の耐火規定に違反の２４棟では、１９棟で３階(層)以上からの移動

が完了している。（前回報告時は１０棟） 

２ 簡易宿所からの転居支援について 

（１）生活保護受給者への対応 

簡易宿所を利用している生活保護受給者の民間賃貸住宅等への転居の促進等

を目的とした「川崎市居住安定化支援事業」を平成２７年９月から開始しており、

現在、民間賃貸住宅等への転居希望者を優先して支援を行っている。 

（※簡易宿所全体での生活保護受給者（４月２８日現在） ８９９名） 

■実績等（平成２８年４月末現在） 

・民間賃貸住宅の転居済     ２０６名 

（２）生活保護受給者以外の状況 

３階（層）以上の使用停止要請または使用停止命令を行った３５棟において、

簡易宿所所有者等に対する現況の宿泊者の状況等の聞き取り調査を行っており、

現在も生活保護受給者以外の宿泊者数名が３階（層）以上に宿泊している状況は

確認しているが、これまで、民間賃貸住宅への転居希望等に関する相談等はない。

引き続き調査等を継続していく。 

資料２ 
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是正指導の状況 

１ 指導状況 

現在、所有者等に対して各法令の違反内容に応じた是正や措置について指

導を行っている。また、指導にあたっては各法令の是正・措置にそれぞれ影

響することも考慮し、所有者からの相談があった際には関係局で相談しなが

ら進めている。併せて必要に応じて所有者等立会いのもと、各局連携して現

場で是正・措置内容についての打合せを行うなどの対応も行っている。 

  各局の進捗状況については「建築物及び建築物の指導に関する違反防止対

策協議会」において確認を行っている。 

違反件数 
是正・措置の 

計画提出件数 
是正・措置の件数

（一部是正含む）

H28.4.30 時点 

①建築基準法 ２４ ２２ １１ 

②消 防 法 ２３ ２０ ８ 

③旅館業法  ２０ １３ ６ 

H27.11.9 時点 

①建築基準法 ２４ ２１ ３ 

②消 防 法 ２３ １８ ２ 

③旅館業法  ２０ ７ ２ 

２ 是正・措置の件数等について 

（１）是正・措置の内容について 

① 建築基準法 

・ 階段及び吹抜けの閉鎖                ８件 

・ 建築物の解体（簡易宿所以外への建替）        ２件 

・ 廃業                        １件 

② 消防法 

・ 階段及び吹抜けの閉鎖に伴う消防設備の設置      ６件 

・ 建築物の解体                    １件 

・ 廃業                        １件 

③ 旅館業法 

・ 基準に満たない施設設備の使用中止・一部改善等 

（客室・洗面設備等）                ５件 

・ 廃業                        １件 

資料３
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（２）是正計画の主な内容 

① 建築基準法 

・ 宿泊者の移動が完了後、階段及び吹抜けの閉鎖を行う。 

② 消防法 

・ 宿泊者移動が完了後、階段及び吹抜けの閉鎖措置を行う。（その後

必要となる消防設備の設置を指導する。） 

③ 旅館業法 

・ ３階宿泊者が移動し閉鎖工事完了後、客室が２室続いて空き次第順

次改善する。 

・ 客室面積基準に適合するよう具体的な改善策を施工業者等と検討

中。 
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